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施設園芸をめぐる情勢
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１ｰ１．園芸作物及び施設園芸の位置付け

資料：全国新規就農相談センター
「新規就農者の就農実態調査（R３）」

○我が国の農業産出額 ○新規参入者の中心作目 ○１世帯当たりの食料年間支出額

○ 野菜・果樹・花きといった園芸作物は、生産面では、我が国の農業産出額の約４割を占めるとともに、自らの工夫で高付加価
値化しやすいことなどから、新規就農者の84％が中心作目として選択する重要かつ魅力ある分野。

○ 消費面では、食料の支出金額に占める割合が最も高く、国民消費生活上重要な品目。また、消費者ニーズに応えるために
は、施設園芸による周年安定供給が必須。

○ 野菜は、供給量の変動が価格に大きく影響するため、施設園芸により供給の安定化を図ることが国民の食生活を守る意味
でも重要。

○トマトの産地リレー出荷の状況

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

茨城・千葉県産

【露地、雨よけ】

【露地、雨よけ】

熊本・愛知県産

青森・福島県産

【ハウス（加温）】

5月まで出荷

施設栽培は
野菜の安定供給上重要！

燃油使用期間燃油使用期間燃油使用期間

11月下旬～12月上旬
入荷量が12％減少すると価格が33％増加

25年1月上旬 26年1月上旬24年1月上旬

○東京都中央卸売市場におけるピーマンの卸売価格及び入荷量の推移

１

資料：総務省「家計調査(R３)」

農業産出額
8兆8,384億円

（100%）

資料：農林水産省「生産農業所得統計（R３）」

畜産
3兆4,048億円

（39%）

野菜
2兆1,467億円（24%）

米
1兆3,699億円

（15%）

果実
9,159億円（10%）

花き
3,306億円（4%）

いも類
2,358億円

工芸作物類
1,727億円

その他
2,620億円

水稲・麦・雑

穀類・豆類, 
7%

野菜, 65%

果樹, 16%

花き・花木, 
3%

畜産, 5% その他, 5%

（うち施設野菜 32%）

穀類

8% 魚介類

8%

肉類

10%

乳卵類

5%

野菜・海藻

11%果物

4%

油脂・調味料

5%
菓子類

9%

調理食品

15%

飲料

7%

酒類

5%

外食

13%

１世帯当たり
食料年間支出

953千円



１ｰ２．施設園芸の位置付け

２

○ 多様な品目で施設栽培が行われており、品目によっては、生産量に占めるシェアが非常に高い。

○ 施設野菜作の10a当たり所得は、露地野菜作の約３倍となっており、労働生産性が高く、小さい面積で収益を上げることが可
能。

○ 野菜の施設栽培延面積（上位品目）と生産量に占めるシェア

出典：農林水産省「園芸用施設の設置等の状況（R２）」、「野菜生産出荷統計」（R２）

品目
施設栽培
延面積（ha）

生産量
シェア（％）

トマト 6,481 77

ほうれんそう 5,851 31

いちご 3,664 81

きゅうり 3,281 62

○ 施設野菜作の10a当たり所得

出典：農林水産省「営農類型別経営統計」（H30）

粗収益
（千円）

農業経営費
（千円）

所得
（千円）

労働時間
（時間）

施設野菜作 1,136 679 456 345

露地野菜作 425 252 173 184

果樹作 545 324 221 218

稲作 134 113 21 41
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２．施設園芸における課題 （１） （生産性）
○ 施設栽培が大宗を占めるトマトについて、オランダの１０ａ当たり収量は、養液栽培や炭酸ガス施用の普及により、１９８０年
代より増加。中でも、コンピュータによる環境制御技術が進展した８５年以降は、飛躍的に増加。

○ 一方、日本の10a当たり収量は、低い水準で伸び悩み。

○ 労働生産性についても、日本とオランダでは大きな開きが生じている。

出典 ： オランダ：FAOSTAT、日本：野菜生産出荷統計（冬春トマト）

収量の飛躍的増加

一定の収量水準で推移

オランダ

日本

【飛躍的に収量が増加
した要因】
・養液栽培の急速な普
及
・施設構造・整枝法の

改善とこれに適した品
種改良
・炭酸ガスの施用
・コンピュータ（MS-
Windows）による環境
制御技術が進展（85
年）

トマトの１０ａ当たり収量の推移

単位：トン

３

大玉トマト栽培における労働生産性
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収量1トン当たり労働時間(hr.)

出典：オランダ：Quantitative Information on Dutch grennhouse
horticulture 2016 2017(WageningenUR),
日本：農林水産省「営農類型別経営統計」（H28）



○ 日本の施設園芸は、野菜等の出荷期間を延長するため、ビニールトンネルや雨よけ施設から温室へ、更には温室内の環境
を制御できる装置の導入へと高度化。

○ 温室の設置面積40,615ｈａのうち、加温設備を備えた温室は16,936ｈａ(41.6%)、温度や湿度、光等の複数の環境を制御で
きる装置を備えた温室は1,163ｈａ（2.9%）。

○ 今後とも、天候に左右されずに、野菜等の安定供給を確保するためには、環境制御装置を導入した温室の割合を高め、
生産性を向上させることが重要。

２．施設園芸における課題 （２） （環境制御）

資料：農林水産省生産局「園芸用施設の設置等の状況（H30）」
※温室の面積には雨よけ施設を含む

（一般的なパイプハウス）

植物工場29haについては、「植物工場全国実態調査・優良
事例調査（R3.3）」に基づく推計値

完全人工光型植物工場
29ha

複合環境制御装置
のある温室

1,163ha
（2.9%）

複合環境制御装置のない温室

39,452ha

（複合環境制御装置を備えた温室）

ガラス温室 1,870ha
ハウス 38,745ha

※１ うち加温設備のある温室

温室 40,615ha

16,936ha (温室全体の41.6%)

４

※２ うち炭酸ガス発生装置のある温室

1,940ha (温室全体の4.7%)

※３ うち養液栽培施設のある温室

2,014ha (温室全体の5.0％)

○日本における温室の設置面積（R２）

（完全人工光型植物工場）

植物工場とは：
環境及び生育のモニタリングを基礎として、高度な環境制
御を行うことにより、野菜等の植物の周年・計画生産が可
能な栽培施設。太陽光利用型と完全人工光型がある。

（農商工連携研究会植物工場ワーキンググループ報告書（H21.4））
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施設設置面積（ｈａ）

2000年 2005年 2010年 2015年

10a未満 3,488 2,707 2,249 2,207

10～30a 15,375 13,853 11,977 9,754

30～50ａ 11,578 11,822 10,692 8,564

50～1ｈａ 9,762 10,807 10,479 8,743

1ｈａ以上 4,880 5,413
5,915

(全体の14%)
5,917

(全体の17%)

合計 45,083 44,602 41,312 35,185

○ 日本の施設園芸農家数は高齢化等に伴い年々減少しているが、 １戸当たりの施設面積は約20aと変化がなく規模拡大は
進んでいないことから、施設設置面積も減少。一方、オランダの１戸当たりの施設面積は、年々拡大しており、規模拡大が進
展。

○ 日本の規模別の施設設置面積は、1ha未満では減少傾向にあるが、1ha以上では増加傾向。

５

２．施設園芸における課題 （３） （経営構造）

出典：農林水産省「農林業センサス（一部組替集計により作成）」、 Centraal Bureau voor de Statistiek

○ 施設面積・施設農家数・経営規模（日本・オランダ）

ha

日本の推移 オランダの推移

○ 規模別の施設設置面積の推移（日本）

ha 千戸千戸

施設農家数が減少する一方で、経営規模は拡大
⇒ 施設面積を維持

施設農家数が減少し、経営規模も一定
⇒ 施設面積も減少

11.1千戸

4.1千戸

2.2ha

1.0ha

226千戸

168千戸45,083ha

0.2ha 0.2ha

44,602ha
41,312ha

35,185ha

10,540ha10,521ha 10,307ha
9,208ha



２．施設園芸における課題 （４） （エネルギーコスト）

○施設園芸の加温期間（11～４月）におけるＡ重油平均価格

（単位：千円/10a）
○施設園芸と水田作の農業経営費の比較 ○農業経営費に占める燃料費の割合

○ 施設園芸は、経営費に占める燃料費の割合が高く、漁業と同様に燃料価格高騰の影響を受けやすい業種。

○ 燃料は、地政学上のリスクや為替、国際的な商品市況の影響により、価格の乱高下を繰り返しており、今後の価格の見通し
を立てることが困難な生産資材。

農業
（ハウス暖房用）

ピーマン 28％

温州ミカン 41％

ばら 27％

漁業 いか釣（沿岸） 26.6％

他産業 乗合バス 8,6％

○原油・農業用Ａ重油価格の推移

６

農業経営費 粗収益 農業所得

施設きゅうり 2,038 3,462 1,424

施設トマト 1,974 3,042 1,068

施設ばら 2,251 2,568 317

水田作 113 134 21

出典：農林水産省「営農類型別経営統計」（H30）

93.7 
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81.3 

88.1 85.9 81.6
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出典：農業：産地の経営指標により作成。
漁業：令和３年漁業経営調査報告。
他産業(乗合バス)：国土交通省「令和３年度乗合バス事業の収支状況」より引用。

（円／Ｌ）（円/L）

出典：農林水産省「農業物価統計調査」、International Monetary Fund、Organization of the Petroleum Exporting Countries

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
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規模拡大に必要な
雇用型生産管理

施設園芸は経営費に占める燃料費の割
合が高く、燃料価格の高騰は経営に多大
な影響
地域エネルギーを活用し化石燃料依存
から脱却することにより経営を安定化

３．地域エネルギーの活用によ
る化石燃料依存からの脱却

地域エネルギーを活用

工場等の廃熱
木質バイオマス

地熱

ICTを活用して温度、CO2、
日射量等の複数の環境を制御
環境測定機器

ICTを活用して温室内
の環境を制御

データの
見える化

日射センサー

温度・湿度・CO2

センサー
通信機

生産計画・作業計画
の立案と要員配置

作業効率化に向けた
従業員育成

オランダの施設園芸を参考に、①高度な環境制御の導入、②雇用を活用した規模拡大、③地域エネルギーの活用により日本の
自然条件等に適した形で、 我が国の施設園芸の課題を一挙に解決するトップランナーモデル（次世代施設園芸）の確立を図る。

日本の気候に合わせて耐候性を高めた
温室で、ＩＣＴを活用して複数の環境を組み
合わせて制御することにより、周年・計画生
産を実現し、収量を飛躍的に向上

１．高度な環境制御技術の導入
による生産性向上

（例）大玉トマトの収量約30～40t/10aを実現
（全国平均約10ｔ/10a）

２．雇用労働力を活用した大規模経営

適切な作業計画の策定・見直し、従業員
の適正配置や作業の標準化等により、雇
用労働力を活用した効率的な生産を実現
し、経営規模を拡大

参考 ： 日本とオランダの自然条件等の違い

日本 オランダ

気 温 夏は高温多湿 夏は冷涼

積 雪 あり ほとんどなし

強 風 台風の襲来あり ハリケーンの襲来なし

主要燃料 輸入に頼る重油 北海油田の天然ガス

３．施設園芸における課題への対応（１）（次世代施設園芸の取組）

７



４．静岡県（小山町）【2016年1月完成】

品目 ： 高糖度トマト（3.2ha）、高糖度ミニトマト（0.8ha）
目標単収 ： 7.0t/10a（高糖度トマト）

3.0t/10a（高糖度ミニトマト）
地域エネルギー ： 木質バイオマス

３．埼玉県（久喜市）【2017年1月完成】

品目 ： トマト（3.3ha）
目標単収 ： 30t/10a
地域エネルギー ： 木質バイオマス

１．北海道（苫小牧市）【2016年10月完成】

品目 ： イチゴ（4ha）
目標単収 ： 7.5t/10a
地域エネルギー ： 木質バイオマス

５．富山県（富山市）【2015年6月完成】

品目 ： 高糖度トマト（2.9ha）
トルコギキョウ等花き（1.2ha）

目標単収：17.7t/10a（高糖度トマト）
12万本/10a（トルコギキョウ等花き）

地域エネルギー ： 廃棄物由来燃料

10．宮崎県（国富町）【2015年7月完成】

品目 ： ピーマン（2.3ha）、きゅうり（1.8ha）
目標単収 ： 15t/10a（ピーマン）

25t/10a（きゅうり）
地域エネルギー ： 木質バイオマス

９．大分県（九重町） 【2016年3月完成】

品目 ： パプリカ（2.4ha）
目標単収 ： 16.3t/10a
地域エネルギー ： 温泉熱

品目 ： トマト（4.3ha）
目標単収 ： 38.4t/10a
地域エネルギー ： 木質バイオマス

６．愛知県（豊橋市）【2017年3月完成】

品目 ： ミニトマト（3.6ha）
目標単収 ： 21t/10a
地域エネルギー ： 下水処理場放流水熱

７．兵庫県（加西市）【2015年8月完成】

品目 ： トマト（1.8ha）、ミニトマト（1.8ha）
目標単収 ： 35t/10a（トマト）

20t/10a（ミニトマト）
地域エネルギー ： 木質バイオマス

８．高知県（四万十町） 【2016年3月完成】

○ 南北に長い日本の自然条件等に適した次世代施設園芸を確立するため、全国10箇所にモデル拠点を整備。

○ モデル拠点における環境・生育や作業計画等のデータを収集してPDCAサイクルを回し、 10a当たり収量や化石燃料の削減率、従事者１人当たりの
生産性を評価し、次世代施設園芸の要素技術を検証。

○ 我が国の施設園芸の課題解決と収益性向上に資するエビデンスを蓄積。

品目 ： トマト（1.1ha）、パプリカ（1.3ha）
目標単収 ： 34t/10a（トマト）、

20t/10a（パプリカ）
地域エネルギー ： 木質バイオマス、地中熱

２．宮城県（石巻市）【2016年8月完成】モデル拠点において収集するデータ

【日常の取組】

・ ハウス内の環境、作物の
生育、燃料使用量等

・ 作業計画と実績

課題の把握と改善
（PDCAサイクル）

【ベンチマーク】

・ 10a当たりの収量
・ 化石燃料の削減率
・ 従事者１人当たりの収量

経営収支の改善
（PDCAサイクル）

３．施設園芸における課題への対応（２）（次世代施設園芸拠点の整備）

８


